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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第101期

第２四半期
連結累計期間

第102期
第２四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日

自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日

自 平成27年10月１日
至 平成28年９月30日

売上高 (千円) 2,791,339 3,573,740 6,470,115

経常利益 (千円) 176,319 430,722 219,334

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 171,597 322,335 233,000

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 169,354 322,335 233,321

純資産額 (千円) 1,842,261 2,194,464 1,903,984

総資産額 (千円) 3,255,852 3,892,038 4,249,085

１株当たり四半期（当期）純利
益金額

(円) 26.94 50.61 36.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.6 56.4 44.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 17,976 213,839 132,629

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 21,424 △48,939 △33,160

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 45,606 △34,777 16,096

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 981,116 1,141,797 1,011,675
 

 

回次
第101期

第２四半期
連結会計期間

第102期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 25.71 46.65
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国の経済は、企業収益の改善を背景に、雇用情勢や個人所得環境に改善

が見られ、緩やかな回復基調が見られたものの、海外経済においては、各新興国経済の減速や、米国の新政権によ

る政策の行方など、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

建設業界におきましては、公共投資・民間設備投資とも底堅い動きとなる一方、慢性的な建設労働者不足や工事

採算性の低下など厳しい事業環境が続いております。

このような状況の中、当社グループは工事量と利益確保の経営方針を継続し、グループを挙げて営業活動を積極

果敢に展開するとともに、原価の低減、生産性の向上、業務の効率化に努めてまいりました。

以上の結果、当社グループの第２四半期連結累計期間の売上高は35億７千３百万円（前年同四半期比28.0％増）

となりました。

利益につきましては、施工効率の向上や収益性の高い工事の完成計上があったことなどにより、営業利益は３億

７千６百万円（前年同四半期比228.8％増）、経常利益は４億３千万円（前年同四半期比144.3％増）となり、親会

社株主に帰属する四半期純利益は３億２千２百万円（前年同四半期比87.8％増）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（電気工事業）

電気工事業については、前年度からの繰越工事が順調に進捗したこと等により、当第２四半期連結累計期間の

売上高は32億４百万円（前年同四半期比36.0％増）、セグメント利益（営業利益）は３億８千１百万円（前年同

四半期比394.3％増）となりました。

 

（建物管理・清掃業）

建物管理・清掃業については、価格競争が厳しい環境下にあり、中長期修繕等の売上高の減少により、当第２

四半期連結累計期間の売上高は３億６千９百万円（前年同四半期15.1％減）、セグメント損失（営業損失）は５

百万円（前年同四半期は３千７百万円のセグメント利益）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億５千７百万円減少し、38億９千

２百万円となっております。また、負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億４千７百万円減少し、16億９千７百

万円となっております。純資産合計は、前連結会計年度末に比べ２億９千万円増加し、21億９千４百万円となって

おります。

資産の減少の主な要因は、現金預金１億３千万円の増加もありましたが、受取手形・完成工事未収入金等４億９

千２百万円の減少によるものであります。

負債の減少の主な要因は、工事未払金７億円の減少によるものであります。　

純資産の増加の主な要因は、利益剰余金３億２千２百万円の増加によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

１億３千万円増加し、11億４千１百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と増加・減少の要因は次の通

りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、２億１千３百万円（前年同四半期は１千７百万円の増加）となりました。この主

な要因は、仕入債務の減少７億１百万円もありましたが、税金等調整前四半期純利益４億３千万円及び売上債権の

減少４億９千１百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は４千８百万円（前年同四半期は２千１百万円の増加）となりました。この主な要因

は、定期預金の払戻による収入１億５千万円もありましたが、有形固定資産の取得による支出４千８百万円及び定

期預金の預入による支出１億５千万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、３千４百万円（前年同四半期は４千５百万円の増加）となりました。この主な要

因は、短期借入れによる収入３億円もありましたが、短期借入金の返済による支出３億円及び配当金の支払額３千

１百万円によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動について特記すべき事項はありません。

 

EDINET提出書類

山加電業株式会社(E00258)

四半期報告書

 4/19



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,500,000

計 19,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年５月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,375,284 6,375,284
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 6,375,284 6,375,284 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年３月31日 ― 6,375,284 ― 989,669 ― 247,417
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(6) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アムス・インターナショナル株
式会社

東京都豊島区東池袋一丁目15番12号 2,559 40.14

德原  榮輔 東京都渋谷区 899 14.10

株式会社カンナリゾートヴィラ 沖縄県国頭郡宜野座村字漢那397-１ 300 4.70

有限会社湯畑開発 群馬県吾妻郡草津町大字草津126番地 200 3.13

深井 方子 東京都世田谷区 174 2.72

加山 雅恵 東京都世田谷区 125 1.96

第一生命保険株式会社
 (常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号
 (東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海アイ
ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ
棟)

79 1.24

岡部 照夫 埼玉県さいたま市浦和区 50 0.78

鈴木　隆史 東京都大田区 44 0.70

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 41 0.64

計 ― 4,472 70.16
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 6,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,366,900 63,669 ―

単元未満株式 普通株式 2,184 ― ―

発行済株式総数 6,375,284 ― ―

総株主の議決権 ― 63,669 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、600株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれておりま

す。

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式31株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
山加電業株式会社

東京都豊島区
南池袋一丁目10番13号

6,200 ― 6,200 0.10

計 ― 6,200 ― 6,200 0.10
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人グラヴィタスによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 1,161,770 1,291,915

  受取手形・完成工事未収入金等 1,934,109 1,441,272

  未成工事支出金 ※  79,842 ※  46,515

  繰延税金資産 41,818 44,625

  その他 91,155 97,441

  貸倒引当金 △10,669 △7,548

  流動資産合計 3,298,026 2,914,221

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 369,658 369,423

   機械・運搬具 390,081 394,921

   工具器具・備品 292,713 294,854

   土地 328,042 328,042

   減価償却累計額及び減損損失累計額 △852,674 △874,707

   有形固定資産合計 527,821 512,534

  無形固定資産   

   のれん 67,839 59,654

   その他 23,499 20,355

   無形固定資産合計 91,339 80,010

  投資その他の資産   

   投資有価証券 312,685 366,416

   長期貸付金 335,000 335,000

   繰延税金資産 405 1,089

   その他 26,374 25,020

   貸倒引当金 △342,568 △342,253

   投資その他の資産合計 331,897 385,272

  固定資産合計 951,059 977,817

 資産合計 4,249,085 3,892,038
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 1,744,248 1,043,437

  短期借入金 300,000 300,000

  未払法人税等 28,594 104,170

  未成工事受入金 19,809 37,496

  賞与引当金 11,429 9,712

  工事損失引当金 3,163 3,163

  完成工事補償引当金 90 40

  その他 130,771 92,977

  流動負債合計 2,238,106 1,590,999

 固定負債   

  再評価に係る繰延税金負債 6,163 6,163

  退職給付に係る負債 85,652 87,685

  その他 15,178 12,725

  固定負債合計 106,994 106,574

 負債合計 2,345,100 1,697,573

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 989,669 989,669

  資本剰余金 795,540 763,694

  利益剰余金 296,840 619,175

  自己株式 △1,900 △1,911

  株主資本合計 2,080,149 2,370,629

 その他の包括利益累計額   

  土地再評価差額金 △176,165 △176,165

  その他の包括利益累計額合計 △176,165 △176,165

 純資産合計 1,903,984 2,194,464

負債純資産合計 4,249,085 3,892,038
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高   

 完成工事高 2,356,011 3,204,516

 不動産管理売上高 435,327 369,223

 売上高合計 2,791,339 3,573,740

売上原価   

 完成工事原価 2,013,058 2,543,160

 不動産管理売上原価 304,684 256,664

 売上原価合計 2,317,743 2,799,824

売上総利益   

 完成工事総利益 342,953 661,356

 不動産管理売上総利益 130,642 112,559

 売上総利益合計 473,595 773,916

販売費及び一般管理費 ※  359,119 ※  397,467

営業利益 114,476 376,448

営業外収益   

 受取利息 72 10

 持分法による投資利益 58,765 53,730

 その他 6,447 3,133

 営業外収益合計 65,285 56,873

営業外費用   

 支払利息 2,093 2,306

 手形売却損 32 ―

 訴訟関連費用 800 ―

 その他 516 294

 営業外費用合計 3,442 2,600

経常利益 176,319 430,722

特別利益   

 固定資産売却益 1,111 ―

 特別利益合計 1,111 ―

特別損失   

 固定資産売却損 1,109 ―

 固定資産除却損 ― 688

 損害賠償金 1,255 ―

 特別損失合計 2,364 688

税金等調整前四半期純利益 175,065 430,033

法人税、住民税及び事業税 4,538 111,189

法人税等調整額 △1,070 △3,491

法人税等合計 3,467 107,698

四半期純利益 171,597 322,335

親会社株主に帰属する四半期純利益 171,597 322,335
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

四半期純利益 171,597 322,335

その他の包括利益   

 土地再評価差額金 △2,243 ―

 その他の包括利益合計 △2,243 ―

四半期包括利益 169,354 322,335

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 169,354 322,335

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
　至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 175,065 430,033

 減価償却費 24,938 26,567

 のれん償却額 5,829 8,185

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △15,363 △1,543

 賞与引当金の増減額（△は減少） △6,212 △1,716

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,374 2,032

 その他の引当金の増減額（△は減少） 210 △50

 受取利息及び受取配当金 △72 △760

 支払利息 2,093 2,306

 持分法による投資損益（△は益） △58,765 △53,730

 有形固定資産売却損益（△は益） △1 ―

 有形固定資産除却損益（△は益） ― 688

 損害賠償金 1,255 ―

 売上債権の増減額（△は増加） △476,271 491,833

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 34,319 33,326

 仕入債務の増減額（△は減少） 345,053 △701,334

 未払金の増減額（△は減少） △86,265 1,955

 未払消費税等の増減額（△は減少） 61,879 △8,793

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △6,405 17,686

 その他 34,314 9,143

 小計 32,226 255,830

 利息及び配当金の受取額 74 777

 利息の支払額 △2,802 △2,319

 損害賠償金の支払額 △1,255 ―

 法人税等の支払額 △21,867 △40,450

 法人税等の還付額 11,601 ―

 営業活動によるキャッシュ・フロー 17,976 213,839

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △9,719 △48,915

 有形固定資産の売却による収入 31,311 ―

 無形固定資産の取得による支出 △148 ―

 定期預金の預入による支出 △150,089 △150,118

 定期預金の払戻による収入 150,064 150,094

 その他 5 △1

 投資活動によるキャッシュ・フロー 21,424 △48,939

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 300,000 300,000

 短期借入金の返済による支出 △225,002 △300,000

 自己株式の取得による支出 ― △10

 配当金の支払額 △24,912 △31,639

 リース債務の返済による支出 △4,478 △3,128

 財務活動によるキャッシュ・フロー 45,606 △34,777

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 85,008 130,121

現金及び現金同等物の期首残高 896,108 1,011,675

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  981,116 ※  1,141,797
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【注記事項】

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）　

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ たな卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年３月31日)

未成工事支出金 79,734千円 46,426千円

原材料及び貯蔵品 107 〃 89 〃

   
 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

役員報酬 26,731千円 30,134千円

従業員給料手当 164,012 〃 165,334 〃

退職給付費用 3,805 〃 4,826 〃

賞与引当金繰入額 1,183 〃 760 〃

貸倒引当金繰入額 △10,606 〃 △1,809 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

現金預金 1,131,206千円 1,291,915千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △150,089 〃 △150,118 〃

現金及び現金同等物 981,116千円 1,141,797千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年10月１日 至 平成28年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月22日
定時株主総会

普通株式 25,476 4.00 平成27年９月30日 平成27年12月24日 資本剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月22日
定時株主総会

普通株式 31,845 5.00 平成28年９月30日 平成28年12月26日 資本剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年10月１日 至 平成28年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２電気工事業
建物管理
・清掃業

売上高      

外部顧客への売上高 2,356,011 435,327 2,791,339 ― 2,791,339

セグメント間の内部
売上高又は振替高

173 245 418 △418 ―

計 2,356,184 435,572 2,791,757 △418 2,791,339

セグメント利益 77,204 37,265 114,470 5 114,476
 

(注) １ 売上高の調整額△418千円及びセグメント利益の調整額５千円は、セグメント間取引の消去の額でありま

す。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２電気工事業
建物管理
・清掃業

売上高      

外部顧客への売上高 3,204,516 369,223 3,573,740 ― 3,573,740

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 443 443 △443 ―

計 3,204,516 369,666 3,574,183 △443 3,573,740

セグメント利益又は損失（△） 381,656 △5,210 376,445 2 376,448
 

(注) １ 売上高の調整額 △443千円及びセグメント利益又は損失の調整額２千円は、セグメント間取引の消去の額で

あります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 26円94銭 50円61銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 171,597 322,335

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
(千円)

171,597 322,335

普通株式の期中平均株式数(株) 6,369,083 6,369,055
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年５月12日

山加電業株式会社

取締役会  御中

 

監査法人 グラヴィタス
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   圓   岡   徳   樹   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   飯   田   一   紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山加電業株式会

社の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年10月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山加電業株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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